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おわりに

は じ め に

本稿の関心は，「女性の教育と労働参加は，

女児（注１）の生存環境を改善しうるか？」という

点にある。

男性の方が女性に比べて若年での死亡の可能

性が高いのは，先進国では一般的にみられる傾

向である［Bardhan１９７４；Kishor１９９３］。出生時

には男性の数が女性を上回るのが通常であるが，

北米やヨーロッパ各国の総人口でみると，女性

の数が男性を上回る（注２）。統計的にみると，男

性の死亡率が女性のそれを上回る傾向があり，

このため年齢を重ねるにつれ男性の絶対数は減

少していき，総人口で女性の数が男性を上回る

のである。これとは対照的に，２００４年の性比（男

性１０００人に対する女性の人口比率）はバングラデ

シュで９５７，インドで９４９である（注３）。インドで

は２０代の後半まで（いくつかの州では３０代後半ま

で），女性の死亡率が男性のそれを上回ってい

る。これは，男女が平等な栄養をとり，医療保

健ケアを受けた場合にみられるであろう帰結と

は対照的である［Drèze and Sen１９９５，１４０］（注４）。

そして，２０世紀に入って以来，インドの性比は

着実に低下している［Drèze and Sen１９９５，１４７；

Ramanathaiyer and MacPherson２０００，２７］。

子供の世代に目を向けると問題は鮮明に浮か

び上がる。Rosenzweig and Schultz（１９８２）は，

低所得国において子供の生存可能性は両親の投

資に敏感に反応するインディケータとなる傾向

があると述べている。つまり成人と異なり，子

供は外部からの影響を受けやすく脆弱な存在で，

自ら生活環境を改善する能力に欠けるのである。

このため乳幼児期における栄養摂取，医療保健

ケアが適切に行われるか否かが子供の健康にと

って極めて重要であるとされる。これらの点で

男児と女児の間に差別がある場合，相対的な死

亡率にその格差は顕在化すると考えられている

［Das Gupta１９８７；Kishor１９９３；Drèze and Sen

１９９５，１４４］。

ミレニアム開発目標（Millennium Development

Goals）に掲げられているようにジェンダーの

平等，子供の死亡率削減は，貧困削減の目標と

して重要な位置にある。しかし，インドには栄

養摂取や医療保健の面で女児が軽視される地域

が根強く存在している［Bardhan１９７４；１９８２；

Dyson and Moore１９８３；Das Gupta１９８７］。子供

の死亡率の問題が深刻であることに加え，社会

乳幼児死亡率でみたジェンダーバイアスと女性の教育，労働参加
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制度や文化的背景に内在する男女格差が子供の

生存可能性の不平等として顕在化しているとす

るならば，極めて厳しい貧困状態にあると考え

られる。ゆえに，乳幼児死亡率にみられるジェ

ンダーバイアスの要因について分析を行うこと

は，貧困削減を考えるうえで極めて重要である。

以上のような理由から本稿では，現在でも依

然としてこの問題が大きな課題となっているイ

ンドを分析対象とする。特に，男性に対して被

抑圧的な立場にあると言われる女性（注５）の役割

に焦点を当てる。女性が教育や労働参加によっ

てエンパワーされることはそれ自体，貧困削減

にとって重要である。しかし教育や労働参加の

持つ効果はそれに止まらず，家庭内や社会にお

ける女性の発言力の強化などを通じ，社会に好

ましい効果をもたらすことが予想される。イン

ドでは弱者とされている女性が知識や経済力を

持つことによって，乳幼児の健康状態にいかな

る影響がもたらされるかということに関して考

察を行うことは，貧困削減を考えるうえで大き

な意味を持つのである。

Ⅰ 研究の概要

１．分析対象地域の概要

前節で述べたとおり，分析対象地域はインド

とし，１９９１年の人口センサスの県（district）レ

ベルデータを利用する。データの欠落があるた

め，本稿の分析で利用可能なのは主要１４州

（state）の３５８県である（注６）。

表１は本稿で注目する主要な指標の１９８１年か

ら９１年の間の変遷を示すものである。インドの

１９９１年の総人口約８億４０００万人に対し，本稿で

用いる１４州の人口は約７億９０００万人で９４パーセ

ントを占め，８１年からの１０年間で２３パーセント

の増加となっている（注７）。性比は１４州平均で

１９８１年に９３６，９１年に９２８となっており，前節で

述べたように北米やヨーロッパ各国とは異なっ

た傾向を示していることがわかる。地域別にみ

てみると北部が最も低く，南部が最も高い。こ

のような地域的な傾向は１９８１年，９１年を通じ一

貫している。

人口の動向に大きな影響を及ぼす合計特殊出

生率は１４州平均で５．１から４．５へ低下し，乳幼児

死亡率（５歳未満で死亡する子供の割合，千分率）

は１６０‰から１０７‰へと大幅な低下がみられる。

変化の幅に地域的な差はあるが，両指標とも低

下の傾向を示している。各地域の水準をみる

と，１９８１年と９１年を通じ両指標とも南部が最も

低く，北部が最も高い。１９９１年の州別水準では，

北部のマディヤ・プラデーシュ州で合計特殊出

生率と乳幼児死亡率はそれぞれ４．９，１４７‰，ま

たラージャスターン州ではそれぞれ５．０，１１０‰

という高水準を示している。一方，南部のタミ

ル・ナードゥ州でそれぞれ３．１，６７‰，またケ

ーララ州では２．６，６０‰と北部とは対照的に低

水準で，地域によって格差が極めて大きいこと

が分かる。

次に男女別の乳幼児死亡率に関しては，１９８１

年には１４州平均でそれぞれ１５５‰，１６６‰であっ

たが，９１年には男女とも低下し，それぞれ１０４

‰，１１１‰となっている。女児の死亡率が男児

を上回るという傾向は不変である。地域別にみ

てみると１９８１年には南部以外のすべての地域で，

女児の死亡率が男児を上回っていたが，９１年に

は西部で僅かに女児が男児を下回った。男女と

もに乳幼児死亡率は低下傾向にあるが，女児の

死亡率が男児を上回る県は１９９１年において半数
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以上（２２９県）存在し，また大きな地域格差が

確認される（注８）。前節で触れたように，男女が

平等な栄養を摂り医療保健ケアを受けた場合に

予想される帰結とは異なり，いびつな人口特性

を示唆していると言えよう。

次に合計特殊出生率や乳幼児死亡率に大きな

影響があると考えられている女性の教育水準と

労働状況についてみてみよう。女性の読み書き

能力を表す指標である女性識字率（注９）は，１９８１

年から９１年にかけて１４州平均で２２パーセントか

ら３０パーセントへ上昇しているものの，男性に

比べてなお低水準にある。また大きな地域格差

がみられることも特徴的である。例えば，１９９１

年において北部のラージャスターン州では女性

識字率は１７パーセント，東部のビハール州では

１９パーセントであるのに対し，南部のケーララ

州では７５パーセントと高水準を示し，地域的な

多様性が認められる。一方女性の労働状況を示

す女性労働参加率（注１０）に関しては，時間的変化

は大きくないが地域的な差異がみられる。

医療保健の面でも１９８１年から９１年の間に大き

な改善があったことが，人口センサスデータよ

りみてとれる。各県で何らかの医療保健施設を

持つ農村の割合は全国平均で６パーセントから

３３パーセントへと改善しており，福祉環境の向

上が窺える。しかしながらこの指標に関しても

地域格差はやはり大きい。例えば，１９９１年に南

部のケーララ州では９５パーセントと高水準を示

す一方，北部のマディヤ・プラデーシュ州では

９パーセントと際立って低水準にある。また

１９７０年代前半から８０年代後半にかけてインド農

村部における貧困指数も改善しており，経済力

の向上が推察されるが，他の指標と同様に地域

的な差異が確認できる（注１１）。

以上のように，主要な人口指標には大きな改

善がみられるが，１９９１年においても依然として

低水準にとどまる地域が残っている。また，そ

れに影響があると考えられている指標の地域格

地域区分 年
総人口
（万人）

性比 合計特殊出生率
（TFR）全年齢 ０歳 合計

１４州計
１９８１
１９９１

６３，９２７
７８，８８３

９３６
９２８

９６７
９３７

５．１
４．５

１６０．３
１０７．０

北部
１９８１
１９９１

２２，７０１
２８，６０４

９０１
８９５

９５６
９０７

５．７
５．０

１８２．４
１２６．８

西部
１９８１
１９９１

９，６８６
１２，０２４

９３９
９３４

９６１
９２７

４．５
４．０

１４４．７
９２．３

東部
１９８１
１９９１

１５，０８６
１８，６１１

９３９
９２３

９７４
９５１

４．９
４．６

１４４．６
１０８．４

南部
１９８１
１９９１

１６，４５４
１９，６４４

９８１
９７９

９８３
９６５

４．２
３．４

１３０．６
７２．５

（注） １）各地域に含まれる州については表２を参照。総人口と性比以外の指標の数値は，県レベルデータによ
２）FDの計算方法については本文Ⅱ節１項を参照。県レベルデータのFDより算術平均を求めているため，

（出所）Centre for Monitoring Indian Economy（１９９１），Government of India（１９８３；１９８７；１９８８；１９９３；１９９７；

表１ １９８１―１９９１年間の各指標の変化
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差も大きい。このような地域的多様性が存在す

る状況から，１９９１年のデータを分析することに

より貧困削減に向けての重要な指針が得られる

と期待されよう。

２．先行研究

インドの人口センサスの県レベルデータを利

用し，乳幼児死亡率にみられるジェンダーバイ

アスに関する実証分析を行ったものとして，

Rosenzweig and Schultz（１９８２），Kishor（１９９３），

Murthi, Guio and Drèze（１９９５）がよく知られて

いる（注１２）。

Rosenzweig and Schultz（１９８２）は１９６１年の

人口センサスデータを利用し，女性の経済的価

値に注目して乳幼児死亡率にみられるジェンダ

ーバイアスの要因について検討を行った実証研

究である。この分析から，女性の雇用機会の拡

大が女児への投資のインセンティヴを高め，そ

の結果ジェンダーバイアスを緩和させる可能性

がある，という結論が得られている。

Kishor（１９９３）では１９８１年の人口センサスデ

ータが用いられ，特に域外結婚（exogamy）（注１３）

に注目した実証分析が行われている。インドの

社会では，域外結婚によって女性が実家を離れ

ることがひとつの要因となって，女性の家庭内

での地位が弱まると考えられている（注１４）。この

ような背景を反映し，実証分析では女性の域外

結婚の割合が低い地域ほど，女児にとって好ま

しい生存環境にあることが，結論として得られ

ている。

Murthi, Guio and Drèze（１９９５）による研究

は，１９８１年の人口センサスデータを用い，特に

女性の識字率，女性の労働参加率に注目した実

証分析である。合計特殊出生率と乳幼児死亡率，

乳幼児死亡率にみられるジェンダーバイアスの

３つを内生変数とし，構造型モデルによる推定

が困難であるという理由から誘導型による推定

が行われている。結論として，女性の識字率と

労働参加率が高い地域ほど，女児の生存にとっ

乳幼児死亡率（Q５，‰） 識字率（％） 女性労働参加率
（％）

乳幼児死亡率にみられる
ジェンダーバイアス
（FD，％）男性（Q５M） 女性（Q５F） 男性 女性

１５５．０
１０４．２

１６６．２
１１１．０

４４．４
５１．３

２２．１
２９．９

１５．１
１６．４

５．１
４．１

１７１．７
１２１．５

１９４．６
１３３．３

３９．０
４７．２

１５．８
２３．７

１１．６
１２．５

１０．２
６．６

１４３．１
９２．８

１４５．４
９２．３

５４．２
６１．１

３０．８
４０．０

２１．０
２４．１

０．０
－２．３

１４２．５
１０５．７

１４７．２
１１４．１

４３．５
４５．６

２０．５
２３．４

９．４
１１．０

２．２
２．８

１３３．０
７３．０

１２７．９
７２．０

５０．５
５９．０

３１．７
４２．７

２２．８
２４．９

－６．５
－３．６

る算術平均である。
Q５FとQ５Mの地域平均から得られる数値とは必ずしも一致しない。
１９９８b；１９９８c）より筆者計算。
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てより好ましい状況にある傾向が示されている。

合計特殊出生率，乳幼児死亡率，乳幼児死亡

率にみられるジェンダーバイアスの３つの変数

には，相互依存関係があることが疑われている

［Das Gupta１９８７；Murthi, Guio and Drèze１９９５；

Das Gupta and Mari Bhat１９９７；Irudaya Rajan,

Sudha and Mohanachandran２０００］。だが推定モ

デルの構築が困難であるとの理由から，いずれ

の先行研究もこれを考慮して分析を行うことが

不十分であり，各要因相互の影響経路は示され

ていない。３つの変数間に依存関係がある場合，

外生的な要因はこれらの変数に対し直接，間接

に影響を及ぼす。このため本稿では先行研究で

明らかになっていない３つの変数の相互依存関

係を考慮し，直接効果と間接効果の存在を確認

する。

以上の先行研究を踏まえ，本稿の分析での注

目点は以下の３点とする。１点目は，合計特殊

出生率，乳幼児死亡率，乳幼児死亡率にみられ

るジェンダーバイアスの３つの相互依存関係を

考慮し，実証分析によってこれを明らかにする

ことである。３つの変数の相互の影響経路を考

慮することで，外生的要因の直接・間接の効果

の検討が可能となる。２点目は，女性の学校教

育水準の効果について考察することである。途

上国開発を進めるに当たって教育の重要性が注

目されて久しいが，識字率といった最も基礎的

な指標と同時に学校教育水準に焦点を当てるこ

とで，何らかのインプリケーションが得られる

と期待される。３点目は，女性の労働参加の効

果について調べることである。ここでは女性の

労働参加率と同時に職種の分布特性が持つ効果

に注目する。エンパワーメント効果を持つとさ

れる労働参加や，雇用水準の改善を期待される

職種の多様化が，実際にいかなる影響を有する

かに関して考察する。

本稿の意義は，以上の３点を明らかにするこ

とにある。

Ⅱ 分析手法

１．モデル，内生変数

前節で述べたとおり，（１）合計特殊出生率，

（２）乳幼児死亡率，（３）乳幼児死亡率にみられ

るジェンダーバイアス（以下それぞれTFR，Q５，

FD）の３つを相互に影響を及ぼし合う内生変

数とし，これら３本の構造式を同時推定する。

TFRは，女性が１５～４９歳の間に出産する平均子

供数，Q５は５歳未満で死亡する子供の割合（千

分率）である。FDはMurthi, Guio and Drèze

（１９９５）に倣い，男児と女児の死亡率をそれぞ

れQ５M，Q５Fとして，次の式で表される（注１５）。

FD�Q5F�Q5MQ5F �100
FDの概略は表１右端のコラムに示すとおり

である。FDは北部で最も高く，南部で最も低

い値を示しており，この地域的な傾向は１９８１

年，９１年を通じて一貫している。北部とは対照

的に，南部はケーララ州の例に代表されるよう

に女性の地位が比較的高いことで知られており，

これがFDの値に反映していると一般的に考え

られている（注１６）。FDは１９８１年から９１年の１０年

間に１４州平均で５．１パーセントから４．１パーセン

トへと低下し，乳幼児死亡率にみられるジェン

ダーバイアスは改善していることがわかる。地

域別にみると，北部では１９８１年の１０．２パーセン

トから９１年には６．６パーセントへと大幅な低下

を示している。西部でも低下傾向がみられ，１９９１
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年には負の値となっている。一方東部では上昇

傾向をみせてはいるが微増にとどまり，北部ほ

どの水準とはなっていない。また南部でも上昇

を示してはいるものの，負の値を維持してい

る（注１７）。１４州平均の低下に確認できるように，

総じてFDは低下傾向にあると考えられるが，

北部では１９９１年においても依然６．６パーセント

と高水準にある。このことから，女児の生存環

境に対する抑圧の未だ根強く残る地域が存在し

ていると言えよう。

ここで内生変数相互の依存関係について検討

を行う。

まずTFRに対するQ５の影響に関しては，子

供が死亡する可能性が高い状況にある場合，親

は子供の成人前の死亡をある程度考慮したうえ

で子供をもつことに関する意思決定を行うこと

が考えられる（注１８）。このため，TFRの説明変数

としてQ５を導入し，実証分析によってQ５の

TFRに対する影響について検討する。

次にQ５に対するTFRの影響について考える。

出生率が高い状態にある場合，出産間隔が狭ま

ることで母体の健康に悪影響が生じ，それを通

じて子供の健康状態が低下すると言われている。

また子供が多数である場合，子供１人あたりに

配分される食料，栄養，医療保健等のサービス

の量や質が低下し，子供の生存環境に影響を及

ぼすこともあるかもしれない。このようなこと

を考慮し，Q５の説明変数としてTFRを導入し，

実際の効果について調べる。

最後にFDに対するTFRとQ５の影響を検討す

る。インドでは出生順位が後の女児ほど，死亡

率が高くなる傾向がある。このため，出生率の

低下は女児の死亡率低下へと結びつくことが考

えられる。またこれとは逆に，出生率が低下す

ることで両親が望む男児数の達成が困難となり，

女児の生存環境が圧迫される事態も起こりうる

［Das Gupta１９８７；Murthi, Guio and Drèze１９９５；

Das Gupta and Mari Bhat１９９７］（注１９）。このように，

TFRはFDに対して双方向の影響を持つことが

想像される。また子供が死亡する可能性の高い

状況下では，男児にとって好ましい生存環境を

親が提供する可能性も考えられる。以上の理由

から，FDの説明変数としてTFRとQ５を取り入

れ，実証分析でその効果を確認する。

２．外生変数

外生変数にはTFR，Q５，FDに影響がありう

ると考えられる教育指標，経済指標，医療保健

環境を表す指標，衛生環境を表す指標，近代化

を表す指標，社会・文化指標を導入する（注２０）。

分析に用いる変数群と基本統計量はそれぞれ表

２，表３に示す。

「男性識字率」と「女性識字率」は，県内の

読み書き能力のある人口比率を表し，これを男

女の基礎的な教育の程度を表す代理変数とす

る（注２１）。教育は人的資本に対する投資として経

済的価値のあるものと考えられる。他方，特に

女性の教育がもたらす影響として女性の家庭内

あるいは社会での地位が高まること，また正し

い知識が身に付く（避妊の知識，育児・衛生の知

識など）といった効果があると考えられている

［Bardhan１９７４；Drèze and Sen１９９５，１５９―１６０，

１６７―１７１；Murthi, Guio and Drèze１９９５］。

「女性労働参加率」は，県内の女性のうち年

間１８３日以上の期間を経済的生産活動に従事し

ている（メインワーカー）女性の人口比率を表

す（注２２）。労働参加が世帯の消費可能性を高める

ことは言うまでもない。一方，女性の労働参加

のもたらす効果として，Bardhan（１９７４）が述
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べるように女性が労働で重要な役割を担うこと

で結婚持参金（dowry）の必要性が低下し，両

親にとって女児の「負債」としての側面が緩和

される（注２３），という効果が想像される。また，

老後の保障を「息子」に求める必要がなくなる，

妊娠・出産・育児の機会費用が高まる，女性の

家庭内あるいは社会的地位や発言力が上昇する，

といった影響をもたらす可能性が考え得る

［Murthi, Guio and Drèze１９９５］（注２４）。

以上のように，女性の教育と労働参加は女性

の経済的な生産性の上昇を意味すると同時に，

家庭内や社会における女性の役割に変化をもた

らし，TFR，Q５，FDに影響を及ぼす可能性が

あると考えられる（注２５）。

所得等の経済的な状況は，TFR，Q５，FDに

対し影響を及ぼしうる重要な要因のひとつであ

ると考えられる。この影響を考慮するため，代

理変数として「貧困者比率」を利用する（注２６）。

都市部では近代化が進み保健や医療，教育施

設等多くの公共機関の利用可能性が高く，それ

に関連する様々な情報を入手しやすい状況にあ

ることが想像される。この影響をコントロール

するため，各県の「都市人口比率」を近代化を

表す指標として導入する。

カテゴリ 本稿で用いる外生変数

教育指標
女性識字者の
学校教育水準

女性識字率，男性識字率
中学卒業以上割合
高校卒業以上割合
大学卒業以上割合

経済指標
メインワーカーとして
働く女性の職種の

分布特性

貧困者比率，女性労働参加率

ハーフィンダール指数（H）

医療保健関連指標
（農村部のみ）

何らかの医療保健施設を持つ農村の県内割合

衛生環境指標
（農村部のみ）

安全な飲料水源を持つ農村世帯の県内割合

社会・文化指標 指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
結婚年齢男女差（男性－女性）

近代化指標 都市人口比率

地域ダミー 北部 西部 東部 南部

ハリヤーナー州，マデ
ィヤ・プラデーシュ州，
パンジャーブ州，ラー
ジャスターン州，ウッ
タル・プラデーシュ州

グジャラート州，
マハーラーシュ
トラ州

西ベンガル州，
ビハール州，オ
リッサ州

アーンドラ・プラ
デーシュ州，カル
ナータカ州，タミ
ル・ナードゥ州，
ケーララ州

（注）下線のついたものは操作変数。
（出所）筆者作成。

表２ 分析に用いる変数群
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社会・文化指標も各内生変数に対し影響があ

ると考えられ，代理変数として「指定カースト

人口比率」「指定部族人口比率」「ムスリム人口

比率」を利用する。それぞれ，県内に居住して

いる指定カースト，指定部族，ムスリムの人口

比率を表す。指定カーストや指定部族はカース

ト制において最も低い位置にあり，そこでは男

女が比較的平等であると言われている（注２７）。そ

してムスリムについてはその教義から，様々な

点において男女格差が現れる可能性があると考

えられる。

また地域的な傾向を考慮するため，表２に示

すとおり１４州を東西南北の４地域に区分し，３

つの地域ダミーを説明変数として導入する（北

部をレファレンスとする）（注２８）。

さらに，識字率といった基本的な教育指標か

ら一歩踏み込んだものとして，「女性識字者の

学校教育水準」を説明変数として導入し分析を

行う。具体的には「女性識字者の中学卒業（中

卒）以上割合」という教育指標を用いる。同様

に，「高校卒業（高卒）以上」「大学卒業（大卒）

以上」についてもそれぞれ分析を行う。これら

によって，女性の教育水準を高めていくことに

関し何らかの示唆が得られると期待される。

変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値

TFR
Q５
FD

‰
％

４．４５
１０６．９８
４．１３

０．９４
３６．２４
１２．４３

１．８５
３９．００
－６４．９１

６．６５
２０５．００
４１．６２

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を持つ農村の県内割合
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
結婚年齢男女差
安全な飲料水源を持つ農村世帯の県内割合
女性識字者の中卒以上割合
女性識字者の高卒以上割合
女性識字者の大卒以上割合
メインワーカーとして働く女性の
職種の分布特性 H

％
％
％
％
％
％
％
％
％

％
％
％
％

２９．８６
５１．２５
１６．３９
３７．２９
２１．５７
４１．６０
１６．８１
９．０１
１０．５７
０．２０
０．１３
０．２１
４．５０
５４．６１
３６．６３
１７．９６
３．７５

０．６７

１５．５０
１２．４９
１０．７７
１５．７０
１３．９３
３１．６６
７．０６
１５．５４
１０．０５

１．０１
２３．４６
９．１７
６．１３
２．２９

０．２０

６．１８
１１．３６
１．１０
８．４０
２．７５
０．００
０．７３
０．００
０．１３

２．５０
３．０８
１５．４０
７．７０
０．９０

０．２１

８４．２７
８６．７１
４５．１０
７７．００
８６．１６
１００．００
５１．７６
９３．９６
６７．３７

７．２０
９８．１３
６２．００
４３．２０
１５．６０

０．９６

サンプルサイズ ３５８

（注）結婚年齢男女差はSMAM（Singulate Mean Age at Marriage）に基づいて算出。
（出所）Centre for Monitoring Indian Economy（１９９１），Drèze and Srinivasan（２０００），Government of India（１９９３；

１９９４；１９９６；１９９７；１９９８a；１９９８b；２００１）より筆者計算。

表３ 基本統計量
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加えて本稿では，メインワーカーとして働く

女性の職種の分布特性が持つ影響について考察

を行う。１９世紀後半以降，様々な雇用の拡大に

よってより良い雇用水準の請求が可能となった

事例がみられる［柳沢１９９５］（注２９）。また１９８０年

代以降には職種の多様化が政策の柱のひとつと

して掲げられ，多様な所得創出の実現が目標と

されるようになった［押川１９９５］。そして

Rosenzweig and Schultz（１９８２）の実証研究では，

女性の雇用機会の拡大が乳幼児死亡率にみられ

るジェンダーバイアスを緩和する傾向があると

の結論が得られている。このようなこと等から，

本稿ではメインワーカーとして働く女性の職種

の分布特性にも注目する。

人口センサスからデータとして得られる女性

の職種は表４に掲げる１０種類で，これらからハ

ーフィンダール指数（H）（注３０）を作成し，メイン

ワーカーとして働く女性の職種の分布特性の分

析に用いる。この際，自営農民と農業労働者は

農業に携わるという点で同職種と考え，両数値

をひとつの指標として足し合わせ，９種の職種

により計算することとする（注３１）。Siを各職種（i）

の割合とすると，女性の職種の分布特性を表す

ハーフィンダール指数（H）の計算方法は次の

とおりである。

H�� Si
2

直観的には，考慮されるべき女性をランダム

に２人選んだ場合に，２人の職種が同じである

可能性を，Hは示していると考えられる。つま

りHが高いほど，女性労働者の職種の分布に偏

りがある（ある職種に集中している），あるいは

Hが低いほど職種は多様に分布していると考え

られる。

メインワーカーとして働く女性の職種は表４

にみられるとおり，農業従事者（自営農民，農

業労働者）に偏っている。表５は女性労働者の

自営農民と農業労働者の割合を地域別に示した

もので，自営農民割合は北部で高く，南部で低

い傾向にあることが分かる。両者を合計した農

業従事者割合は西部で最も高いのだが，総じて

七割超の高水準にある。メインワーカーとして

働く女性の職種割合の概略は以上のとおりであ

るが，分布特性を表すハーフィンダール指数H

変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値

農業従事者（自営農民＋農業労働者）
畜産業その他
鉱山業、石材業
家庭内製造業
家庭外製造業
建設業
商業
運送業
その他サービス業

％
％
％
％
％
％
％
％
％

７６．１４
２．００
０．３９
３．６９
３．９６
０．６４
２．０１
０．３１
１０．８９

２１．１８
６．７４
１．３１
５．７５
６．０４
０．８７
１．７４
０．５７
１２．３６

９．８０
０．００
０．００
０．１０
０．００
０．００
０．１０
０．００
０．８０

９８．１０
７０．００
１９．８０
６７．９０
４９．３０
８．３０
１２．００
７．７０
６５．６０

サンプルサイズ ３５８
（出所）Government of India（１９９８b）より筆者計算。

表４ メインワーカーとして働く女性の職種別割合（１９９１年）
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により，何らかのインプリケーションが得られ

ると期待される。

３．操作変数

次に，各内生変数の操作変数について考える。

人口センサスから採取可能なデータのうち，

TFRの操作変数の候補としては，「家族計画セ

ンターを持つ農村の県内割合」「産院を持つ農

村の県内割合」「女性の結婚年齢」「結婚年齢男

女差」（注３２）「域外結婚指標」（注３３）などが考え得る。

Q５の操作変数の候補としては，「一次医療

センターを持つ農村の県内割合」「医療センタ

ーを持つ農村の県内割合」「診療所を持つ農村

の県内割合」「児童養育施設を持つ農村の県内

割合」「個人開業医のいる農村の県内割合」な

どの医療保健関連のデータを得ることが可能で

ある。また，「安全な飲料水源を持つ農村世帯

の県内割合」といった衛生環境を表す指標も

Q５の操作変数の候補であると考えられる。

FDに対しては，「結婚年齢男女差」「域外結

婚指標」の２つが候補として挙げられる。

これらの候補に対し操作変数としての適正を

検討するため，各内生変数に関しすべての外生

変数によって最小二乗推定を行った（注３４）。その

結果，TFRに対しては「結婚年齢男女差」が操

作変数として適切であることが明らかとなった。

Q５に対しては，「医療センターを持つ農村の

県内割合」「安全な飲料水源を持つ農村世帯の

県内割合」等，５つが操作変数として利用可能

である一方，FDの操作変数となり得るものは

存在しなかった。ここで，Q５の操作変数とし

て上で挙げられた複数の候補のうち，どれを利

用するかが問題となるのだが，農村部ではひと

つの医療保健施設が様々な機能を兼ねている可

能性があることを鑑み，「安全な飲料水源を持

つ農村世帯の県内割合」を利用することとする。

また操作変数の候補として挙げた医療保健関連

変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値

自営農民 合計
北部
西部
東部
南部

％
％
％
％
％

３５．００
４４．９０
３８．０６
２５．５３
２０．６７

２１．５４
２２．６４
１６．６２
１６．４８
１２．７８

１．６０
１．６０
６．７０
３．００
２．３０

９７．４０
９７．４０
７９．００
７５．８０
５０．００

農業労働者 合計
北部
西部
東部
南部

％
％
％
％
％

４１．１４
３０．５２
４５．３６
５３．６７
４９．５７

１９．５４
１５．３６
１４．９９
２０．２４
１７．５２

０．４０
０．４０
１１．４０
９．７０
１０．２０

８２．９０
６７．４０
７５．５０
８２．９０
７７．９０

農業従事者
（自営農民＋農業労働者）

合計
北部
西部
東部
南部

％
％
％
％
％

７６．１４
７５．４２
８３．４３
７９．２０
７０．２４

２１．１８
２２．１８
１１．４６
２１．１２
２２．２６

９．８０
９．８０
４５．４０
１３．４０
１２．７０

９８．１０
９７．８０
９６．００
９８．１０
９１．６０

サンプルサイズ ３５８
（出所）Government of India（１９９８b）より筆者計算。

表５ メインワーカーとして働く女性の農業従事者の地域別割合（１９９１年）
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の指標については，「何らかの医療保健施設を

持つ農村の県内割合」というひとつの代理変数

として用い，TFR，Q５，FDの説明変数として

利用する。これは，県の社会福祉の状況を表す

指標とも考えられよう。

以上を考慮したうえで，次節において実証分

析の結果を検討する。

Ⅲ 分析結果

表６は前節で論じた同時方程式モデルを三段

階最小二乗法（Three Stage Least Squares：３SLS）

によって分析した推定結果である（注３５）。先述の

とおり，１９９１年人口センサスの３５８県のデータ

を利用している。

１．分析結果（１）──TFR，Q５，FDの相互

関係

内生変数相互間の影響については，TFRに対

してQ５が正の効果を持つことが分かる（有意

水準５パーセント）。つまり乳幼児が死亡する可

能性の高い状況下にある地域では，出生数が多

い傾向があると言える。これは蓄積効果，ある

いは置き換え効果を反映しているものと考えら

れよう。Q５，FDでは内生変数間の影響に有

意なものはみられない。

上で明らかになった関係から，TFRに対して

はQ５を通じた間接的な効果が存在することが

分かる。例えば，女性識字者の中卒以上割合に

はTFRに対する直接的な効果はみられないが，

Q５に対して有意な負の効果を持つことを通じ，

間接的にTFRを低下させる影響を持っている。

つまり，既存研究では不明とされていた直接効

果と間接効果の違いが示されたのである。

２．分析結果（２）──女性の識字率，学校教

育水準

女性の識字率は，TFRに対して負の効果を持

つことが分かる（有意水準１パーセント）。識字

率は最も基本的な教育水準を表すものであると

考えられるが，女性の識字率が高い地域ほど出

生数は低い傾向にあることを示している。女性

の識字率が高い場合，適切な避妊によって望ま

しい子供数をより容易に達成可能となることや，

夫に対する妻の発言力が高まり妊娠による身体

的負担を避けることができるようになる，とい

ったエンパワーメント効果があることが考えら

れよう。一方，Q５とFDに対しては，有意な

効果はみられなかった。

では女性識字者の学校教育水準は，いかなる

影響を持つだろうか。女性識字者の中卒以上割

合にはTFR，FDに対し有意な効果を確認でき

ないが，Q５では負の効果がある（有意水準１

パーセント）。これは中卒以上の女性が多い地

域ほど，乳幼児死亡率は低い傾向にあることを

表している。表６は中卒水準を教育指標の境界

として分析を行ったものだが，高卒，大卒を境

界としてそれぞれ分析したものが表７であ

る（注３６）。高卒を境界とした分析は，中卒を境界

としたものと同じ結果となった。一方，大卒を

境界とした分析ではいずれの内生変数に対して

も有意な影響を確認できなかった（注３７）。

以上をまとめると，女性の教育に関して次の

ように要約出来る。識字は最も根本的な教育で

あるが，その拡充は出生数の低下に対し影響を

持つ一方，乳幼児の死亡を減少させるという目

標に対しては，１９９１年時点では望ましい効果を

期待できない状況であると言えよう。そのため，

女性に対する一層の識字教育を進めるとともに，
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TFR 係数 Z値

Q５ ０．００７ ２．０３＊＊

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を
持つ農村の県内割合
結婚年齢男女差
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
女性識字者の中卒以上割合
H
定数項

－０．０４４
０．０１７
－０．０１６
０．００４
０．００２

０．００３

－０．１０８
－０．００４
－０．００４
０．０１６
－０．２８９
－０．０９４
－０．２２２
０．００７
０．４２７
４．１０８

－８．６７
２．７３
－３．９４
１．１３
０．６４

２．６８

－３．０１
－０．９５
－１．９１
５．２０
－２．００
－０．５９
－０．９２
１．４９
１．７３
５．５９

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

＊＊

＊

＊＊＊

R２

サンプルサイズ
０．７７
３５８

Q５ 係数 Z値

TFR －１７．８０３ －０．８２

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を
持つ農村の県内割合
安全な飲料水源を持つ
農村世帯の県内割合
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
女性識字者の中卒以上割合
H
定数項

－０．６５０
－０．７４３
－０．０２８
０．８１７
－０．２３４

－０．０１７

－０．３５４

０．０７０
－０．０４６
０．２６７

－４２．１９７
－３２．８２８
－６９．６１０
－０．６８８
－２５．２７４
３０４．８３６

－０．６６
－１．９３
－０．０７
３．９７
－１．６６

－０．２１

－４．２３

０．２４
－０．３０
０．７５
－２．９８
－３．２６
－３．８９
－３．２０
－１．７４
２．６１

＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

R２

サンプルサイズ
０．４６
３５８

（注）＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準１０％，５％，
１％であることを示す。

（出所）筆者計算。
FD 係数 Z値

TFR
Q５

０．８５１
０．０６５

０．１２
０．７４

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を
持つ農村の県内割合
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
女性識字者の中卒以上割合
H
定数項

－０．２８４
０．０９６
－０．４２１
０．０４７
０．０２１

０．０５２

－０．０１４
－０．１７８
－０．１０１
０．６６９
０．９３０
３．３６４
０．１１８
１４．６３０
－１２．７３３

－０．８４
０．５６
－２．７１
０．６１
０．３８

１．６５

－０．１３
－３．２１
－０．８４
０．１５
０．２５
０．５６
１．１３
２．３２
－０．３７

＊＊＊

＊

＊＊＊

＊＊

R２

サンプルサイズ
０．３７
３５８

表６ 推定結果
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少なくとも中卒水準まで教育を深化させる必要

があると考えられる。

しかしながら，女性識字率がQ５とFDに対

し有意な効果を表していないこと，また女性識

字者の学校教育水準がTFRとFDに対して有意

な影響を有していないことについては，直観的

には理解が難しい。このことに関しては，後の

項で再検討する。

３．分析結果（３）──女性の労働参加率，職

種の分布特性

次に女性労働参加率の影響を順に検討する。

TFRに対し，女性労働参加率は負の効果を持つ

（有意水準１パーセント）。メインワーカーとし

て労働に従事する女性の割合が高い県ほど，出

生数は減少する傾向にあることを示している。

女性の労働に従事する日数の増加による妊娠・

出産・育児期間の減少，また経済力向上に伴う

家庭内での発言力の改善といったエンパワーメ

ント効果を通じ，出生数が低下することが想像

される。Q５に対しては符号は負を示している

が，有意な結果を得られなかった。女性の労働

はエンパワーメント効果をもたらすと考えられ

る一方，育児の時間が削られることなどを理由

に，乳幼児の健康状態に対する影響は表れにく

くなっているという状況が推察される。FDに

対しては，女性労働参加率は負の効果を持つ（有

意水準１パーセント）。これは女性の労働参加率

の高い地域ほど，乳幼児死亡率にみられるジェ

ンダーバイアスは小さい傾向にあることを表し

ている。労働参加によって女性の経済的価値が

上昇し女児への投資インセンティヴが高まるこ

と，あるいは女性の家庭内での発言力の向上な

どによって，男児に対し劣悪な状態にある女児

の生存環境が改善することが期待されよう。

メインワーカーとして働く女性の職種の分布

特性を示すHの効果についてはどうだろうか。

HはTFRに対しては正の効果を，Q５に対して

は負の効果を持つ（有意水準はともに１０パーセン

ト）。そしてFDに対しては正の符号を示してい

る（有意水準５パーセント）。女性の職種の集中

度が高い地域ほど出生数が多く，乳幼児の死亡

は低水準にあり，そして乳幼児死亡率にみられ

るジェンダーバイアスは大きい傾向にあること

を表している。つまり女性の職種多様化を促進

すると，合計特殊出生率と乳幼児死亡率にみら

れるジェンダーバイアスは低下するが，乳幼児

死亡率は上昇する，ということを示唆している。

これらの分析結果に関し，HのTFRとFDに対

TFR 係数 Z値

女性識字者の高卒以上割合 ０．０１１ １．３５

女性識字者の大卒以上割合 ０．０１５ ０．７７

Q５ 係数 Z値

女性識字者の高卒以上割合 －０．９４３ －２．６８＊＊＊

女性識字者の大卒以上割合 －０．３７５ －０．３２

FD 係数 Z値

女性識字者の高卒以上割合 ０．２７１ １．３２

女性識字者の大卒以上割合 ０．１３３ ０．３

（注） １）＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準１０％，
５％，１％であることを示す。

２）表６の推定で「中卒以上」の変数に代えてそ
れぞれ推定を行った分析結果。

（出所）筆者計算。

表７ 学校教育水準別の推定結果
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する効果から検討する。まず，女性の職種の多

様化が進むことによって，雇用水準の改善や所

得源多様化による所得安定化がもたらされるだ

ろう。これによって女性の経済力が強化され，

家庭内での地位や発言力が向上することで出産

の身体的負荷を避けることが可能となり，また

女児への投資インセンティヴが高まることを通

じ女児の生存環境が改善する，といった状況が

想像される。このような影響を通じ，女性の職

種の多様化の促進によって合計特殊出生率と乳

幼児死亡率にみられるジェンダーバイアスの低

下が期待されるのである。

次に，HのQ５に対する効果に関しては以下

のように考えられる。表４，表５で明らかなよ

うにメインワーカーとして働く女性の職種は自

営農民と農業労働者に集中しているのだが，両

職種は土地所有構造を表す指標でもあるため，

Hという指標によってはその効果を捉えること

が不十分である，という可能性があることを想

起する必要があろう（注３８）。土地所有の有無は貧

富の差となって表れ，それを通じて両者で労働

時間の自由度が異なってくることは，想像に難

くない。両職種を比較してみると，自営農民は

農業労働者に比して裕福で時間を自由に使うこ

とができるため，Q５に対する影響に違いが生

じているということが可能性として考えられる。

このことを検討するために，元の推定モデルの

Hの代わりに自営農民，農業労働者の割合を説

明変数として用いて分析を行った（付表）。そ

の結果，両職種でQ５に対する効果は逆方向（自

営農民割合は負，農業労働者割合は正）（注３９）だが，

TFRとFDへの効果には違いがない（両者とも正），

という可能性が示唆された。この結果から，自

営農民の方が裕福で時間的自由度が高いため育

児が容易となり，乳幼児の健康状態が良くなる

一方，子供をもつことについての意思決定や女

児の生存環境に対する影響力については両者に

差は存在しない，という状況が推察される。農

村の女性が「弱者の中の弱者」［押川１９９５］と

なっている一端を，ここに窺い知ることができ

るのである。

女性の職種の多様化を促進する場合，次のよ

うな点にも注意が必要であると考えられる。イ

ンドには生活困窮者が従事することの多い，身

体的に過酷な労働を伴う職種や，賤業視される

職種が存在する［押川１９９５］。過酷な労働によ

って身体的負担が課されることを通じ，胎児の

健康に悪影響が出る［Fulekar２０００］ことや，

社会的に蔑視されているような職への従事が必

ずしもエンパワーメントに結びつかないことは，

想像に難くない。つまり職種の多様化を進める

場合，それぞれの職種が持つ特徴に注目する必

要があると言えるだろう。

以上をまとめると，次のように要約出来る。

女性の労働参加と職種の多様化を促すことで，

TFRとFDの低下が期待できる。一方Q５に対し

ては，女性の労働参加の促進は効果が不明であ

り，職種の多様化は悪影響をもたらす可能性が

あるため，注意を要する。このようなことなど

から女性の職種の多様化が進む場合，職種が有

する特徴として時間的な自由度，身体的影響，

社会的な評価などに注目し，これらの点で改善

を図って行くべきであると考えられる。

４．ジェンダーバイアスは本当に改善してい

るか

表１にみられるとおり１９８１年から９１年の間に

乳幼児死亡率にみられるジェンダーバイアスは

低下していることが明らかであるが，インドの
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社会全体としてジェンダーバイアスが改善して

きているか否かについては疑問が残る。１９８１年

と９１年の０歳児人口の性比の推移を表１でみて

みると，１４州平均では８１年の９６７から９１年には

９３７へと低下していることが分かる。地域別で

は北部の低下幅が最大で，特にパンジャーブ州

は９４６から８５４へと大幅な減少を示している。

Das Gupta and Mari Bhat（１９９７）やArnold,

Kishor and Roy（２００２）が指摘しているように，

近年では性別選択による産み分けの問題が新た

に生じている可能性が窺われるのである（注４０）。

本稿の分析では，女性識字率はQ５とFDに

対して有意な効果を持たないという結果が得ら

れた。これについて性別選択による産み分けの

問題との関連性を鑑みると，次のように考えら

れる。産み分けが可能となって望ましい男児の

数を達成できるようになれば望まない女児の出

生は減少し，パリティ効果を通じてQ５とFD

は低下するだろう。このように産み分けによっ

てQ５とFDの水準が下がることで，女性識字

率のFDに対する限界効果は明確には表れなく

なっているのかも知れない（非有意，符号は負）。

また表６の分析結果では，女性識字者の中卒

以上割合はFDに対して有意ではないが，正の

符号を示している。これについてはどのように

解釈されるだろうか。Das Gupta（１９８７）やDas

Gupta and Mari Bhat（１９９７）は，インドでは女

性（母親）の教育水準が高いほど男児を選好す

る傾向があることを指摘している。女性識字者

の中卒以上割合のFDに対する効果が有意では

ないが符号が正であることは，これらの先行研

究が指摘するような傾向を示唆しているものと

思われる（注４１）。女性識字者の高卒以上割合の場

合も同様である。つまり女性の教育水準の向上

を促進する場合は，そこから発生する乳幼児死

亡率低下の効果が男女平等に波及するよう，教

育内容への配慮が必要とされる段階に入りつつ

ある，と言えるのかも知れない。

以上から，今後は乳幼児死亡率にみられるジ

ェンダーバイアスに留意する一方で，性別選択

による産み分けの問題に注目する必要があると

考えられる。また，学歴の高い女性ほど男児を

選好する傾向があることに対し注意を払うべき

であると思われる。

お わ り に

本稿の主たる関心は，貧困問題のなかで最も

重要なもののひとつとして乳幼児死亡率にみら

れるジェンダーバイアスを取り上げ，それに影

響を及ぼしうる要因を探ることにあった。これ

を調べるため，（１）合計特殊出生率，（２）乳幼

児死亡率，（３）乳幼児死亡率にみられるジェン

ダーバイアスの相互依存関係を考慮し，推定モ

デルを構造型として構築した。そして実証分析

では特に女性の教育と労働参加の効果に注目し，

女性のエンパワーメントが持つ波及効果に関し

て検討した。分析結果は次のようにまとめられ

る。

第１に，乳幼児死亡率が合計特殊出生率に対

し正の効果を持つことである。これは子供をも

つことに関する意思決定が蓄積効果あるいは置

き換え効果を通じて行われていることを示唆す

るものである。またこの関係から，乳幼児死亡

率に影響を与えるような外生要因は合計特殊出

生率に対して直接効果だけでなく，間接効果も

持つことが明らかとなった。第２に女性の教育

に関しては，女性識字率の合計特殊出生率に対
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する負の効果，また女性識字者の中卒以上割合

の乳幼児死亡率に対する負の効果が分析結果と

して得られた。この結果から，女性の識字教育

を促進するとともに，少なくとも中卒以上の教

育水準の達成を目指すべきであると考えられる。

一方で，教育水準の高い女性ほど男児を選好す

る傾向があることに留意が必要である。第３に，

女性の労働参加率と職種の分布特性を表すハー

フィンダール指数が，合計特殊出生率と乳幼児

死亡率にみられるジェンダーバイアスに対し負

の効果を有していることが確認された。つまり

女性の労働参加と農業以外への職種の多様化を

促進することにより，合計特殊出生率と乳幼児

死亡率にみられるジェンダーバイアスの低下が

期待されるのである。しかしながら乳幼児死亡

率に対しては，女性の職種の多様化が進む場合，

職種によっては望ましい効果をもたらさない可

能性があることに注意を要する。

最後に本稿の課題について述べる。近年のイ

ンドでは，乳幼児死亡率とそのジェンダーバイ

アスは低下傾向にあることが本稿の分析で明ら

かになったが，新たに性別選択による産み分け

の問題が疑われるようになってきている。すな

わち，本稿の分析では捉えられていない側面へ

と，ジェンダーバイアスの問題は移りつつある

可能性がある。このため今後は，より広い視点

でジェンダーバイアスを捉える必要があると言

えよう。また本稿で行った分析はクロスセクシ

ョン分析であること，女性の労働参加の内生性

を考慮していないこと等の問題点が挙げられる。

これらは今後，改善の余地のある課題である。

（注１） 本稿で乳幼児とは０歳以上５歳未満児を

指す。また女児，男児という場合はこの年齢時期に

あることを示す。

（注２） 総人口でみた場合，北米やヨーロッパ各

国の男性１０００人に対する女性の比率は１０５０程度

［Drèze and Sen１９９５，１４１；Ramanathaiyer and

MacPherson２０００，２７］。

（注３） 世界銀行ホームページ（http : //www.

worldbank.org 最終閲覧日２００６年１１月２０日）の数値

より計算。なお，性比は女性１００人に対する男性の割

合で示される場合もあるが，インドでは男性１０００人

に対する女性の比率で示されるのが一般的［押川

１９９５］であるため，本稿ではこれを踏襲している。

（注４） ただし，妊産婦死亡減少の平均寿命の伸

長への貢献が指摘されている［日本人口学会

２００２，７２］こと等からも推察されるように，性比に

対しては女性の栄養摂取水準とともに妊産婦死亡も

影響していると考えられる。

（注５） 特に農村部貧困層の女性は，「弱者の中の

弱者」と言われている［押川１９９５］。

（注６）１９９１年のインドの全州数は，連邦直轄の

７州とセンサスの行われなかったジャンム・カシュ

ミール州を含めて３２州である。本稿の分析で用いる

データの具体的な州名については表２を参照。この

他，北東州のアッサム州のデータ（県数２３）も利用

可能であるが，本稿後半の分析で北東州ダミーを利

用するにはデータが少数であること，歴史的にイン

ド他地域とは別個の扱いを受けてきたこと［井上

２００３］等から，本稿の分析から除くこととした。

（注７）１９８１年の総人口は約６億６０００万人。イン

ドは中国に次ぐ世界第２位の人口大国で，１９９５～２０００

年の年平均人口増加率は中国を上回っている［日本

人口学会２００２，８７４］。インドでは１９５１年の第１次５

カ年計画に始まる人口政策が導入されており，本稿

の分析対象となる９１年は第７次５カ年計画と第８次

５カ年計画の狭間に当たる。人口抑制の必要性を説

いて来たそれまでの５カ年計画と比較すると，第８

次５カ年計画は個人の選択性を強調する内容となっ

ている。詳しくは，日本人口学会（２００２，８７４―８７９）

を参照。

（注８） この２２９県のうち北部の県が１２０で過半数

を占める。また，女児の死亡率が男児を上回る県の

各地域に占める割合についても北部が最大で，７３．６
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パーセントを示す。次いで東部が５２県（７３．２パーセ

ント），南部が３５県（４６．１パーセント），西部が２２県

（４５．８パーセント）となっている。

（注９） 識字率については本文Ⅱ節２項の説明を

参照されたい。

（注１０） 労働参加率については本文Ⅱ節２項の説

明を参照されたい。

（注１１）１９７２―７３年のインド農村部の貧困者比率

（Head Count Ratio）は全国平均で４７．３パーセント

［Jain, Sundaram and Tendulkar１９８８］であったが，８７

―８８年には３４．１パーセント［Drèze and Srinivasan

２０００］まで改善している。１９８７―８８年のデータを州別

にみてみると，北部のパンジャーブ州の１１．０パーセ

ント，ハリヤーナー州の１５．０パーセントに対し，東

部のオリッサ州で５５．５パーセント，南部のカルナー

タカ州で５９．５パーセントなどの数値例にみられると

おり，地域格差が極めて大きい。

（注１２） 本稿で利用する１９９１年の人口センサスデ

ータと時期が近いもので，NFHS―１（１９９２―９３National

Family Health Survey）のマイクロデータを利用した

Arnold, Choe and Roy（１９９８）の分析がある。これは

特に家族構成に注目して分析を行ったもので，地域

的な違いはあるものの男児に比べて女児の死亡率が

高く，また出生順位が後の女児ほど死亡のリスクに

さらされる傾向にあることが示されている。同じく

NFHS―１を利用した研究にKishor and Parasuraman

（１９９８）などがある。

（注１３） 実際には，ある地域における「移民女性

数／移民ではない女性数」を，「移民男性数／移民で

はない男性数」で除したものを，間接的に「域外結

婚」を表す指標として利用している。Kishor（１９９３）

は，女性の移民は結婚を目的としたものがほとんど

であるとの理由から，この指標を「域外結婚」を間

接的に表すものと考えている。またKishor（１９９３）

が用いているexogamyという単語は，「族外結婚」と

いう直訳が適当かも知れないが，本稿では指標の作

成方法が示すとおり「域外結婚」と表記することと

する。

（注１４） 域外結婚により女性は実家を離れ，財産

相続のラインから除外されることとなる［Kishor

１９９３］。これにより将来的に女性は息子の援助，ある

いは息子が存在することに伴う地位のみを頼りとす

ることとなるため，女児は男児に対し不利な扱いを

受ける可能性があると考えられる。また域外結婚が

一般的である状況では，女性に結婚の選択権はない

ことが多い。さらに，子供をもつことについての意

思決定に関わることのできない可能性が高くなる

［Dyson and Moore１９８３；Malhotra, Vanneman and

Kishor１９９５］。

（注１５） 符号が正の場合，男児に対して女児が多

く死亡する割合を表し，負の場合はその逆を表す。

なお乳幼児死亡率のデータに関しては，ケーララ州

Wayanad県の数値例にみられるようにQ５，Q５F，Q５

Mがそれぞれ８９，５７，９４と著しい偏りがあり，入力

ミスの可能性が疑われるものがいくつか存在したが，

それらを除いても分析結果は不変であったため，そ

のまま用いている。

（注１６） 南部では財産相続や結婚の慣習にみられ

る母系社会の特徴や，女性の教育水準，労働におけ

る役割等を反映し，女性の地位がインド他地域に比

して高い。これとは対照的に，特に北部は男系社会

で女性の財産相続権がないことなどを反映し，女性

の地位は低いと言われている［Bardhan１９７４；１９８２；

Dyson and Moore１９８３；Das Gupta１９８７；Kishor

１９９３；Malhotra, Vanneman and Kishor１９９５；Murthi,

Guio and Drèze１９９５］。

（注１７） 南部のFDの上昇に関連する研究として，

近年では他地域と同じように女性の地位が南部にお

いても低下しつつある可能性があることを指摘する

ものもある［Irudaya Rajan, Sudha and Moha-

nachandran２０００］。

（注１８） このような効果は「蓄積効果」（hoarding

effect）と呼ばれている。他に，Q５がTFRに影響を

及ぼす要因として，子供が死亡した場合にそれを補

完する形で子供をもつことについて意思決定を行う

ことが考え得る。これは「置き換え効果」（replacement

effect）と呼ばれている［Doepke２００５］。

（注１９） 前者はパリティ効果（parity effect），後者

は増強効果（intensification effect）と呼ばれている。

（注２０） 操作変数に関連する指標については，次

項で説明する。

（注２１） ただし，７歳未満児は読み書き能力無し
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と想定して計算されている。

（注２２） 「メインワーカー」の定義は人口センサ

スに従う。このなかには１５歳未満の児童労働者も含

まれる。労働の定義として，１日の労働時間や賃金

の有無については特に定められていないが，家庭内

消費のためのみの生産活動や非売品の生産活動につ

いては労働とは見做さない，とされている。

（注２３） 結婚持参金のため，「娘」の存在は両親に

とって大きな経済的負担となる［Arnold, Choe and

Roy１９９８；Clark２０００］。

（注２４） 一方，家庭外での労働と家事という２つ

の大きな負荷が，女性の身体，精神両面に極めて重

大なストレスを与える可能性もある［Murthi, Guio

and Drèze１９９５；Fulekar２０００］。

（注２５） 女性の労働参加率とTFRの内生性が疑わ

れるが，適切な操作変数が存在しないため，本稿で

は前者を外生変数として扱っている。

（注２６） 人口センサスには所得等の経済状況を示

す指標が存在しないため，１９８７―８８年のNational

Sample Survey（NSS）より得られる農村部の貧困者

比率［Drèze and Srinivasan２０００］を利用する。

（注２７） 一般に指定カーストなど下位カーストの

間では，女性隔離など女性に対する社会規範が弱く，

また労働力としても重要であることから女性の地位

は比較的高く，性比の不均衡も小さいと言われてい

る［押川１９９５］。

（注２８） 地域区分はMurthi, Guio and Drèze（１９９５）

に基づく。地域ダミーを利用することにより，固定

効果を考慮したモデルを推定することとなる。

（注２９） 理論的には，労働市場において需要独占

がある場合，完全競争の場合に比して賃金は低くな

る。後述するようにメインワーカーとして働く女性

の職種は農業に偏っていること，また農業部門にお

ける厳しい経済状況［押川１９９５］などから，熟練工

のような高賃金労働への拡がりでなくとも，職種の

多様化によって雇用水準は改善することが期待され

る。

（注３０） ハーフィンダール指数の説明については

Kurosaki（２００６）を参考。

（注３１） 自営農民割合と農業労働者割合を合計し

た指標を「農業従事者割合」とする。

（注３２） 結婚年齢男女差は，SMAM（Singulate Mean

Age at Marriage）を利用し，男性年齢と女性年齢の

差をとって算出している。

（注３３）「域外結婚指標」の考え方と計算方法は

Kishor（１９９３）に基づく。

（注３４） この分析結果に関しては筆者より入手可

能である。

（注３５） ３SLSでは漸近分散共分散行列が得られ，

通常は正規分布に基づいて推定を行う。３SLSの詳細

についてはZellner and Theil（１９６２）を参照。

（注３６） その他の変数の分析結果はほとんど不変

であったため，教育水準の指標のみを表示している。

（注３７） これは大卒以上のキャリアを持つ女性の

割合が極めて少ない（女性識字者のうち約３．８パーセ

ント）ことに起因するものと思われる。

（注３８） 自営農民と農業労働者を別職種として作

成したハーフィンダール指数によって行った分析に

おいても，同指数の有意性はやや低下するものの符

号に変化はない（その他の変数の結果も不変）。なお

この分析結果に関しては筆者より入手可能である。

（注３９） HがQ５に対し負の効果を持つのは，自営

農民の負の効果が強く表れているものと思われる。

（注４０） 一方，出生の性比に低下がみられるのは，

母体の健康状況の改善を反映した自然な傾向である

との反論もある［Jayaraj and Subramanian２００４］。

（注４１） 女性識字者の中卒以上割合のTFRに対す

る効果についても，同様の説明が適用可能であると

思われる。
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TFR 係数 Z値

Q５ ０．００７ ２．０４＊＊

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を
持つ農村の県内割合
結婚年齢男女差
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
女性識字者の中卒以上割合
自営農民割合
農業労働者割合
定数項

－０．０４２
０．０１４
－０．０１５
０．００５
０．００１

０．００３

－０．１１７
－０．００３
－０．００５
０．０１６
－０．２９１
－０．１１４
－０．２６４
０．００６
０．００４
０．００３
４．２７８

－７．６１
２．３２
－３．９９
１．６９
０．５０

２．５８

－３．２０
－０．７０
－１．９６
５．２６
－１．９０
－０．６８
－１．１１
１．４８
１．８６
１．４９
７．１７

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

＊

＊

＊＊＊

R２

サンプルサイズ
０．７７
３５８

Q５ 係数 Z値

TFR －３４．４９３ －１．３４

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を
持つ農村の県内割合
安全な飲料水源を持つ
農村世帯の県内割合
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
女性識字者の中卒以上割合
自営農民割合
農業労働者割合
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－０．２５１
－０．３２１
０．７６０
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０．００８

－０．４４６

－０．０８５
－０．００２
０．６２９

－６０．６３２
－４６．４８８
－９０．４０２
－０．５８３
－０．２２５
０．２２３
３７６．２３２

－１．３０
－０．５２
－０．６９
３．３１
－１．１８

０．０９

－４．３３

－０．２４
－０．０１
１．４６
－３．３６
－３．５３
－３．９４
－２．２５
－１．３４
１．２１
２．７５

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

R２

サンプルサイズ
０．２５
３５８

（注）＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準１０％，５％，
１％であることを示す。

（出所）筆者計算。FD 係数 Z値

TFR
Q５

３．１５４
０．０４５

０．４６
０．６３

女性識字率
男性識字率
女性労働参加率
貧困者比率
都市人口比率
何らかの医療保健施設を
持つ農村の県内割合
指定カースト人口比率
指定部族人口比率
ムスリム人口比率
東部ダミー
西部ダミー
南部ダミー
女性識字者の中卒以上割合
自営農民割合
農業労働者割合
定数項

－０．２１１
０．０５１
－０．３０９
０．０５２
－０．０１８

０．０４０

－０．０１７
－０．１８２
－０．１５
１．１６４
１．１３１
３．０２６
０．１２１
０．０６２
０．０６８

－１６．１４１

－０．６７
０．３２
－２．２７
０．７３
－０．３５

１．３４

－０．１５
－３．２７
－１．３０
０．２５
０．２８
０．４９
１．２４
１．１１
１．２５
－０．４９

＊＊

＊＊＊

R２

サンプルサイズ
０．３７
３５８

付表 自営農民割合，農業労働者割合の効果に関する推定結果
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